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オフサイトの防災業務関係者の安全確保の在り方に関する検討会（第５回） 

議事録 

 

                   日時：平成27年11月19日（木）10:30～11:55 

                   場所：永田町合同庁舎 第１共用会議室 

 

○内閣府（森下参事官） おはようございます。 

 それでは、定刻になりましたので、ただいまからオフサイトの防災業務関係者の安全確

保に関する検討会の第５回目を開催させていただきます。 

 今回の会議につきましても、前回までと同様、プレスオープンの形で開催させていただ

きます。傍聴の皆様におかれましては、議事の円滑な進行に御協力いただくよう、お願い

いたします。 

 本日は、委員のうち神谷委員と長谷川委員が御欠席ということで、それから、先ほど申

し上げましたけれども、石井委員が少し遅れているという状況でございます。 

 まずは、議事に入る前に、資料確認をさせていただきます。 

 本日の資料はあまり多うございませんけれども、頭に議事次第の一枚紙。それから、資

料ということで、報告書骨子（案）、本日の日付の資料がございます。 

 資料については、席上にない方がいらっしゃれば、手を挙げていただければと思います。 

 それから、今日は机の上に、この冊子を置いておりますけれども、これまでの会議で配

付された資料、それから、委員の皆様に発言をいただいた議事録を置いておりますので、

今日の議論の際に、今までどういう発言とかやりとりがあったかというのを、議論の中で

使っていただければと思います。 

 それでは、資料には不足はないということでございますので、次第に沿って進行してい

きたいと思います。 

 山下座長、お願いいたします。 

○山下座長 おはようございます。座長の山下です。 

 各委員におきましては、お集まりいただきましてありがとうございます。 

 本委員会では、ただいま御説明がありましたように、前回、第４回までは、有識者から

のヒアリングを実施してまいりました。 

 本日からは、取りまとめに向けた議論を行いたいという風に考えています。先生方にお
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かれましては、従前どおり活発な御意見をいただければという風に思います。 

 これまで議論いただいたことをまとめまして、当初の目的である年内の報告書の取りま

とめということで、本日、骨子案をおまとめいただいています。 

 初めに、事務局より本骨子案を御説明いただいた上で、委員各位におかれましては、論

点として不足している点、あるいは、こういうものはもう少し議論が必要ではないかとい

うような点を総括的に議論いただきまして、本日の議論を踏まえて、事務局の方では、次

回の検討会に向けて報告書（案）を作成いただきたいという風に考えています。 

 オフサイトの防災業務関係者の安全確保に関する検討会も大詰めを迎えたわけですけれ

ども、本日も活発な御議論をお願いいたしまして、先に進めさせていただきたいという風

に思います。 

 それでは、事務局より報告書骨子（案）につきまして、まず最初に御説明いただきたい

という風に思います。よろしくお願いいたします。 

○内閣府（森下参事官） 森下の方から、資料に沿って説明させていただきます。 

 資料は、表裏で３枚ほどの資料を用意しております。 

 まず、今回の報告書骨子（案）ですけれども、報告書の位置づけでございますけれども、

今回の検討会は、内閣府の原子力防災担当の政策統括官の諮問機関として設置されており

ますので、取りまとまった報告書につきましては、検討会から内閣府政策統括官への提言、

報告書という定置づけになるということを御認識いただければと思います。 

 それでは、「始めに」というところから入りますけれども、そのような位置づけの報告

書につきまして、これまで議論してまいりましたけれども、今回のこの検討会のテーマは

非常に論点が多岐にわたっております。 

 この後、御説明しますけれども、主要５項目ということでやっており、多岐にわたる、

かつ、それぞれについて実務的かつ詳細な検討が必要なものでございます。 

 途中で有識者の方に説明いただきましたけれども、装備の資機材一つとっても、その選

択とか用法一つとっても、実務的かつ詳細な検討が必要なものでございます。 

 ですから、本報告書では、網羅的に論点を洗い出し、大きな方向性を示すことをまず主

眼として取りまとめていくのではどうかと考えております。 

 それから、先ほどの位置づけを申し上げましたけれども、この報告書を受け取った後は、

内閣府において関係省庁と調整しながら、政府全体の取組を推進していくという風につな

げていくものにしたいと考えております。 
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 次に、１ポツの防災業務関係者の業務とその活動範囲についてでございますけれども、

まず、(1)防災業務関係者の範囲について、これは、原子力災害のときに発電所の敷地の

外、オフサイトで緊急時の応急対策に従事する国・自治体の職員、この中では内規などで、

もう既にルールを持っている実動組織は除き、民間事業者が、この検討会での検討の対象

という風になっております。 

 それから、(2)でございますけれども、防災業務関係者の明確化ということで、まず第

１に挙げている必要性といたしまして、国や自治体の職員については、それぞれの防災計

画やマニュアルなどにおいて、関係する要員や業務を明確化することがまず必要であると

いうことでございます。 

 それから、民間事業者につきましては、防災業務関係者であることを明確化するため、

これは災害対策基本法に基本骨格がございますけれども、法律に基づく指定公共機関、指

定地方公共機関の制度を活用して、地域防災計画に機関名と役割が位置づけられるという

風になっておりますけれども、この制度を活用して明確化していくということ。 

 さらに、業務の実施の要請を行う自治体と事業者の間で、現在も各自治体で取組が進ん

でおりますけれども、業務の内容や防護措置の方法について、事前に取り決めを協定等の

形でしておくことが必要ということが挙げられるかと思います。 

 それから、(3)は、このような防災業務関係者の方々が業務を行う期間・場所、これも

非常にさまざまなケースが考えられますので、今回の対象とする業務を実施する期間でご

ざいますけれども、放射線によりリスクが高まるというのは放射性物質の放出後でござい

ますので、防災業務関係者の安全確保につきましては、このようなリスクが高まる期間を

中心に検討することが必要だということ。特に発災初期でございますけれども、事故の進

展による放射性物質の放出の状況等が不明、一方で、ある程度の時間が経過すれば、空間

線量についても一定程度把握されてくるという状況でございます。 

 そのようなことから、本検討会では、事前準備が必要な期間として、初動対応期、大規

模な放射性物質の放出が抑制されて、OILに基づく住民の避難又は一時移転が概ね終了す

るまでの期間を中心に検討するという、初動の期間を対象に検討を進めてきたということ

でございます。 

 それから、②でございますけれども、業務を実施する場所でございますが、これにつき

ましては、発電所の外の地域で避難、一時移転又は屋内退避を実施する可能性のある地域

が対象ということで、この対象地域については、事故が起きたときに、国の原子力災害対
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策本部の指示、公示等で明確化されるものでございます。 

 ２ページ目でございます。 

 事故時の環境につきましては、先ほど申し上げた初期の状態では、放射性のプルーム、

それから、それが沈着した放射性物質の影響、それから、沈着した後の放射性物質がまき

上げられるダストによる影響ということで、内部被ばくと外部被ばくの双方のリスクを考

慮して検討を進めてきたと考えております。 

 表１につきましては、原子力規制委員会の原子力災害対策指針に基づく事故の進展に応

じた防護措置ということで書いております。 

 全面緊急事態では、PAZ圏、原発からおよそ５キロ圏内につきましては、住民に対する

避難指示が出ます。 

 一方、同時にUPZ圏内では、全住民に対する屋内退避の指示が出ます。 

 UPZ圏外につきましては、口頭で訂正させていただきたいんですけれども、必要に応じ、

屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起が、この段階では行われます。屋内退避指

示ではございません。訂正させていただきます。必要に応じ、屋内退避を実施する可能性

がある旨の注意喚起がなされます。 

 それから、放射性物質の放出・沈着後につきましては、PAZ圏におきましてはもう避難

されておりますので、UPZ圏内が、緊急時モニタリングの結果に基づきまして、先ほどOIL

の判断基準を原子力規制委員会が作っていると申し上げましたけれども、避難あるいは１

週間以内での一時移転の指示が出るということでございます。 

 (4)の防災業務関係者の業務内容でございますけれども、この検討会の中で、一つ一つ、

細かな民間事業者の方について検討するようにグルーピングをしてという話がございまし

たので、それを地域の防災計画の、我々が出している策定マニュアルというのがございま

すけれども、あるいは、法律等から読み取れるものについてグルーピングしたところ、表

２のような形でございます。 

 ①から⑨までございますけれども、業務としては、緊急時のモニタリング、主体として

は国、自治体、専門機関、事業者等、さまざまにございます。業務の形態も、車を使った

り船を使ったり、ケースもさまざまでございます。 

 それから、②の住民への広報、指示の伝達、③の避難誘導、交通整理、④避難者の搬送、

物資の緊急輸送、⑤避難退域時検査、簡易除染、⑥避難状況等の確認、⑦医療措置、⑧道

路の復旧とかの啓開作業、インフラの復旧作業、それから⑨の放射性物質の除染という九
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つになるかと思います。 

 そこで、下に※印を書いておりますけれども、除染、３ページの上になりますけれども、

これにつきましては、初動対応期のすぐに開始されるものではないですから、本報告書で

の検討対象からは除くという形で、①から⑧の業務を行う際の放射線防護の在り方につい

て検討を、報告書をまとめるという形で進めてはどうかと考えております。 

 ３ページの２ポツでございますけれども、このような防災業務関係者の方々の緊急時の

適切な防護措置の在り方についてでございますけれども、(1)として、まず、基本方針を

書いております。 

 内部被ばくと外部被ばくに分けて書いておりますけれども、内部被ばくにつきましては、

マスクや防護服等の適切な着用、安定ヨウ素剤の予防服用を行うことにより、被ばくを最

低限に抑えるという基本方針ではなかろうか。 

 ２番目の外部被ばくにつきましては、事前に業務計画を策定して被ばく線量を予測した

上で業務実施に入り、その業務実施の際の線量管理、業務の時間管理をしっかり行う。そ

れから、適切な作業指示によって被ばくを最小限に抑えていくというのが基本方針ではな

かろうかと考えております。 

 (2)が、必要となる防護措置の内容ですけれども、これも二つに分けて整理しておりま

す。 

 ①が、全面緊急事態直後、PAZ圏内の緊急避難開始後ということで、このようなときの

防災業務として考えられるのは、緊急時のモニタリング、PAZ圏内の住民の避難の支援、

UPZ圏内の屋内退避者への物資の支援等が実施されると考えられます。 

 それから、発電所の中の状況の変化によって、業務環境に不確実性があるということか

ら、防護服、半面マスク等の装備が必要。それから、安定ヨウ素剤の予防服用が必要と挙

げております。 

 ②のUPZ圏内の一時移転等の開始後、これは放射性物質の沈着後ということになります

けれども、このようなときの業務といたしましては、緊急時のモニタリングの結果に基づ

いて行う避難とか一時移転の支援を実施することになると思います。 

 屋外作業の場合でございますけれども、ダスト対策が必要ということで、防護服、防塵

マスク等の装備が必要。それから、その後の発電所の状況や作業環境の状況によって、安

定ヨウ素剤を服用できる体制を整えていくことも必要という風に挙げております。 

 表３に、作業別、状況別に必要と考えられる防護措置の装備の例ということで、全面緊
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急事態後と放射性物質の沈着後で、屋外の作業、それから車等の運転という状況別でまと

めております。 

 ４ページでございます。 

 防護措置の判断及び指示でございますけれども、これは主体によってそれぞれ違いがあ

ろうかということで整理しております。 

 国及び自治体の職員に関しましては、その当該機関の責任において必要な防護資機材の

準備、装備の指示を行うということ。民間事業者につきましては、実施の要請を行う自治

体が、事前の取り決めに基づきまして必要な防護措置を判断し伝達することになろうかと

思います。その際、国が自治体の判断に対して必要な助言を積極的に行うことが必要だと

考えております。 

 それから、プルームとか空間線量に関する状況、環境状況につきまして、国が関係自治

体や現場の関係者に対して、即時に伝達できる仕組みが必要と挙げております。 

 (4)ですけれども、この防護措置に必要な資機材の確保及び受け渡しについて、まとめ

ております。 

 これも国と自治体の職員につきましては、この資機材につきましては、当該機関の責任

において整備を行う。民間事業者の資機材につきましては、関係自治体において必要な整

備を行う。そして、その資機材の整備、維持管理に関しては、国が、その自治体に対して

必要な支援を行うという整理をしております。 

 (5)は、報告書では詳細に記述しようと思っておりますけれども、現時点では項目だけ

挙げておりますけれども、個別の装備に関する留意点ということで、マスク、防護服等々

につきまして、選別とか、使用においての留意すべき点を報告書に書いていきたいと思っ

ております。 

 それから、３ポツの防災業務関係者に対する平時からの研修、教育訓練についてです。 

 (1)の事前の研修ということで、研修において大事なことが、まず業務に伴うリスクを

正しく伝えることが必要だと。特に、線量限度の数字の意味について伝えることが必要と

挙げております。 

 それから、防護措置の説明は、一般論ではなくて、実際の業務内容や状況に即して具体

的に行うことが必要。さらに、研修した後も、事後の相談窓口の紹介など、継続的な対応

を図ることが有益とまとめております。 

 それから、３番目のポツですけれども、地域ごとにそういう説明ができる人材を育成し
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ていくということも有用ということで、その際に、原子力規制委員会、原子力規制庁が進

めている原子力災害拠点病院等の保健医療関係者の活用を検討すべきという風にまとめて

おります。 

 (2)ですけれども、業務実施の要請に係る手順等の明確化について挙げております。こ

の研修の中において、業務の内容やリスクの理解を進めると同時に、この業務実施の要請

の手順とか、要請を行う主体についても明らかにして、伝達しておくことが必要と考えま

す。そうした点について、研修を行う前提として、事前に自治体と事業者の間で具体的な

協定等の取組があれば、それに則して説明をしていくべきものと思っております。 

 ５ページ目に入ります。 

 (3)ですけれども、防災業務関係者と被災住民との接触に備えた準備ということで、リ

スクコミュニケーションの話題がありましたけれども、防災業務関係者は、業務実施中に

災害関係の情報を伝える「情報の送り手」となる事態が想定されるということ。あと、そ

のために、事前の研修等の中で、そのための備えをしておくことが必要ということを挙げ

ておきたいと考えております。 

 それから、４ポツでございますけれども、防災業務関係者の緊急時の被ばく線量管理の

在り方についてですけれども、まず、１番目としまして、被ばく線量管理の主体ですけれ

ども、国・自治体の職員につきましては、当該機関がそれぞれ責任を持つ。それから、民

間事業者の従業員につきましては、雇用主たる民間事業者が管理を行いつつ、国と自治体

がそれを支援することが必要。 

 ２番目ですけれども、民間事業者に要請を行う場合には、この業務の実施による追加的

な被ばく線量の予測を行って、それが、あらかじめ民間事業者と関係自治体が取り決めた

被ばく線量の管理の目安以内に収まることを確認すること。 

 国は、そうした判断や調整が適切に行えるよう、専門的・技術的見地から必要な助言を

積極的に行うことが必要と考えております。 

 (2)ですけれども、被ばく線量管理の方法につきましては、まず、外部被ばくにつきま

してですけれども、線量計につきましては、関係者一人一人に、積算の線量が管理できる

線量計と、読み取り可能な電子式の空間線量計の併用ということを記載しております。 

 それから、業務実施による追加的な被ばく線量の管理につきましては、事業者に加えて、

要請を行った自治体で共同して行うという風に挙げております。 

 具体的には、累積線量につきましては業務実施ごとに記録して、都度、本人に伝達する
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とともに、自治体にも報告する。 

 それから、複数回にわたる場合は、概ね１ヶ月ごとに累積線量を従業員に伝達するとと

もに、自治体に対しても報告するという点。福島のときにされていた例に倣って記載して

おります。 

 それから、３番目のポツは、内部被ばくが疑われる場合ということで、プルームの通過

中に外にいたとか、空間線量率が高い屋外環境で作業を行った場合とか、内部被ばくが疑

われる者につきましては、必要に応じてホールボディカウンタによる検査も含めて、追加

的な確認を行い、必要な措置を行うということで、これは全員ではなくて、絞ってやると

いう考え方を出したつもりでございます。 

 それから、最後ですけれども、国は、現に存在している他の制度の例を踏まえて、民間

の防災業務関係者の被ばく線量記録の保管の仕組みについて、その必要性を含め、さらに

検討するということで、これは放射線業務従事者が、今、行っている制度の例を紹介して

いただきましたけれども、それに倣って、今後、検討していくということを書いておりま

す。 

 最後、６ページでございますけれども、５ポツ、平時及び緊急時対応後の健康管理の在

り方についてということで書いております。 

 まず、(1)の平時の健康管理につきましては、防災業務関係者の方々は、今回検討して

おります対象の方々は、通常の日ごろの業務では被ばくを受けることはありません。です

から、平時において特別な健康診断を定期的に受診する必要はないと挙げております。 

 (2)の応急対策の実施後の健康管理につきましてですけれども、これにつきましては、

業務の実施後に健康上の問題が生じた場合には、適切に対応することが必要。それから、

健康管理の具体的な在り方については、更なる検討が必要という風に挙げております。 

 それから、６ポツにつきましては、今後更なる検討が必要な点につきましては、本日、

御議論いただいて、指摘していただいた事項も含めて、報告書に課題を記載していきたい

と考えております。 

 私からは以上です。 

○山下座長 ありがとうございました。 

 報告案の骨子（案）ということで御説明いただきました。 

 まず、オフサイトの防災業務関係者に対する安全確保をどうするかということで、この

取りまとめは内閣府に出すということで、それを受けて、内閣府としては、政府全体の取
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組を推進していただくという位置づけでの最終報告書の取りまとめということになります。 

 今の御説明は、それぞれ１番から５番まで、その業務や活動範囲、そして、防護措置、

必要となる平時の研修等、その他被ばく線量管理、事後の健康管理という風な項目立てで

御説明いただきましたので、議論を円滑にするために、それぞれの項目に沿って、先生方

から御質問、あるいは御追加等をいただければという風に思います。 

 初めに、１番目の防災業務関係者の業務とその活動範囲についてということで、この項

目につきまして、御議論あるいは追加すべきこと等がありましたら、先生方の方から御自

由に御議論いただければという風に思います。 

○原子力規制庁（荒木課長） 今回、この議論をおまとめいただくに当たって、私ども原

子力規制委員会、規制庁の方でも、少し中でディスカッションさせていただきました。 

 それで、特に担当委員と私ども放射線防護グループの中でも御議論させていただきまし

て、少し、先生方に御議論をいただく前に、私どもはこんな風に考えておりますというの

を、先に少し御説明させていただく時間をいただければと思いますけれども。 

○山下座長 もちろん、結構です。よろしくお願いいたします。 

○原子力規制庁（荒木課長） それで、この中身について、少し私どもの中でディスカッ

ションさせていただきまして、大きく二つほど、この部分については留意していただきな

がら、検討会の報告書をおまとめいただければという風に考えております。 

 まず、私どもの立場でございますけれども、御案内のとおり原子力災害対策指針をつく

らせていただいているということになりますので、その考え方に基づいて、こういう検討

会の報告書なりマニュアルをつくっていくと、こういう方向だと思っております。 

 これが大きく二つございます。 

 一つは、この中にも反映していただいておりますけれども、この報告書の対象となりま

す防災業務関係者につきましては、オフサイトにおいてのみ作業いただく方を想定してい

るということだと理解しております。 

 これまで、福島第一原子力発電所の事故などにおいて得られた知見、これは、この前の

ヒアリングのときにもいただいた、実際に、よりシビアな状況で活動いただいている実動

組織の方々の線量被ばくなどの報告もございましたけれども、そういった知見であるとか、

経験であるとか、そういうものを踏まえて、オンサイトにおいて、よりシビアな状況で作

業を行う事業者に対する防護措置とは違うだろうという風に考えておりまして、ここは、

あまり過剰なものとはならない、合理的なものになるように留意する必要があるんじゃな
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いかというのが一つ、御意見として中で出てまいりました。 

 例えばということでございますけれども、今回二つほど場面が想定されております。 

 一つは、全面緊急事態発生後の放射性物質の放出前の状況でございまして、ここでは、

PAZ内の住民の方が避難する。 

 その方々にとられる防護措置というのは、御案内のとおり、念のため予防的にヨウ素剤

を服用いただくということになると思うんですけれども、そういう状態と同じようなタイ

ミングで、例えばPAZとかUPZ内で防災業務を行っていただくような地方公共団体の方であ

るとか、先ほどありました指定地方公共機関である民間機関の方々の防護措置というのは、

例えば着用とか服用という場面で見る限りにおいては、この住民の方々と基本的には同じ

レベルでいいんだという風に考えております。 

 ですので、全面緊急事態の発生後で放射性物質の放出前の段階において、あまりにオフ

サイトでの作業をしている方々の防護措置そのものが過剰にならないように留意すべきで

あろうと。 

 特に、中で出てまいりましたが、夏の暑い中で、例えば防護服を着て、あるいはマスク

をしての作業というのは、かえって熱中症等々の、いわゆる被ばく以外の健康リスクを高

める可能性があるんじゃないかということで、可能な限り必要な段階での着用に限定する

必要があるのだろうという風に思っております。 

 もちろん、避難される住民の方と違うのは、当然こういう防災業務関係者にはお持ちい

ただく。先ほど表にありましたけれども、いろんな資機材を御準備いただくのは当然、こ

こは大きな違いだと思っております。それが前提ということであります。 

 また、先ほどの説明にありましたように、こういった全面緊急事態の発生後において、

私どもの方で施設側の状況を常にウオッチしておりますけれども、そこで、仮に放射性物

質の放出のおそれが高まったというような場合には、直ちに、これら業務をいただいてい

る関係者にきちんと連絡がとれるような通信体制というのを、当然あらかじめ持っておく

という、これがあくまでも前提条件でのお話でございますけれども、それができるという

前提で、できるだけ必要な段階での着用に限定した方がいいんじゃないかというのが一つ

ありました。 

 それから、もう一つの作業の場面として、放射性物質が沈着後、UPZ内で、例えばOIL2

などを超えたような場面で一時移転が開始されるような、そんなタイミングで作業されて

いる方の状況でございます。 
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 これも当然、施設側での状況にもよりますけれども、追加的な放射性物質の放出のおそ

れが当面ないであろうと、こういった場面の作業においては、基本的には、この外部被ば

くの線量管理としての個人線量計をきちんとつけていただくということを除いては、追加

的な防護措置というのは必要ないのではないかということも、私どもの議論の中で出てき

た部分でございます。これが一つ目の部分でございます。 

 二つ目が、先ほども御説明いただいたとおり、健康管理の観点でございます。 

 これも、先ほど骨子の中で反映いただいている部分でございますけれども、特に緊急時

の対応後の内部被ばくの検査に関しましては、必ずしも全ての防災業務関係者に対して実

施する必要はないのではないか。もちろん、先ほど例にありましたように、放射性プルー

ムの通過中に、どうしても屋外で作業せざるを得なかった方であるとか、沈着後の作業と

して、特に空間線量率の高いような、例えば土が露出しているようなところで作業される

ような方の場合には、これは内部被ばくが疑われる方だろうと思いますので、そういう方

に対して、いわゆるホールボディカウンタ等々の検査をするようにしたらいいんではない

かということでございました。 

 それから、平時の健康管理でございますけれども、これも一般に想定しているようなオ

フサイトでの防災業務を行うことが想定されている関係者でございますけれども、特に平

時において放射線に被ばくする可能性というのは、一般の住民の方と同じレベルではない

かということでございまして、こういった方々に、あえて、通常、職場等で行われている

定期的な一般的な健康診断以外に、何か特別に放射線の検査であるとか、特別の健康診断

などを行う必要はないのじゃないかという意見が出てまいりました。 

 また、緊急時の対応後の健康管理でありますけれども、先ほどの骨子にございますよう

に、メンタル面も含めまして、こういった緊急時の作業の実施後に健康上の問題が生じた

場合、適切に対応できるような形で対応したらいいのではないか。 

 特に、健康上に何ら問題がなかった場合には、また、通常の職場等で行われている定期

的な健康診断の中で対応いただいていいのではないかということでございました。 

 全般を通して、こういった報告書をまとめるに当たっては、こういった防災業務関係者

の方々、あるいは、それを読んでいる方々に誤解が生じたりすることのないように、でき

るだけ簡潔で明確な表現となるように、ぜひとも報告書をおまとめいただけると非常にあ

りがたいということで、実は、二、三回議論させていただいて、こんな意見が出ましたの

で、先に御説明させていただきました。 
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 ありがとうございます。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 原子力規制庁の中での議論のお話をいただきましたし、御指摘のとおり、オフサイトの

みの作業で、過剰な対応についての注意事項、あるいはそれぞれの線量測定、緊急事態の

対応、その後の、ある意味での被ばく線量管理と健康管理ということでの御意見をいただ

きました。 

 総括的な、全体の御意見をいただいたという風に思いますので、私が最初に提案しまし

たように、個別にそれぞれ議論を進めてよろしいでしょうか。 

 それでは、今の御意見等も参考にしながら、まず、１．防災業務関係者の業務とその活

動範囲について、委員の先生方から御意見等をいただければと思います。よろしくお願い

いたします。 

 甲斐先生、どうぞ。 

○甲斐委員 「始めに」も、少しコメントさせていただきます。 

 先ほど、この報告書の位置づけが、内閣府統括官への報告という位置づけだというお話

でしたので、目的としては、政府全体の取組を推進していくための報告書にしたいという、

非常に評価できることだと思います。 

 そのときに、先ほど、規制委員会の方からもコメントがありましたように、災害対策指

針など基本的な考え方を踏まえて、国全体として整合性を持った取組になるように、この

報告書を位置づけていただきたいというのが希望でございます。 

 従来、この会議でも何度か指摘させていただきましたけれども、省庁間によって、こう

いう事故時の対応というのは少しずつ違っていたりしております。そういった意味で、そ

こで混乱があったことも事実かなと思いますので、しっかりとこの機会に、内閣府が主導

的な立場に立って整合性を持たせる、また、規制委員会の基本的な考え方に沿ってつくっ

ていくということを強調していただきたいなと思います。それが第１点です。それは０の、

「始めに」のところです。 

 それから、１のところでございますけれども、業務を行う期間・場所についてですが、

矛盾するような記載があるものですから、１番目のポツは、放出後の期間を検討するとい

いながら、３番目のポツは、放出前、抑制されている期間を中心に検討となっていますの

で、いずれにしても、考え方として、事故時は放出前と放出後という分け方はできるわけ

です。 
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 つまり、原子力の災害の特性としては、急にぽっと出てくるわけではないということが

わかっていますので、福島のときもそうですけれども、そういう意味では放出前と放出後

という形でまず期間を分けて、その間に何を業務として行うのかという書き方の方がいい

のかなというふうに思います。 

 ここが少し混乱があるように思いますので、そうしていただければなというふうに思い

ます。 

 今は１章だけですから、それだけお願いします。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほか、先生方はいかがでしょうか。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 今の甲斐委員と、それから、先ほどの規制庁のコメントと関連することです。 

 業務を実施する期間の中に、外部に放射性物質が放出される前の時期の活動、それから、

ちょうどプルームがまだ放出される、あるいはサイトの状況が不安定な時期、それからサ

イトの時期が安定して、新たな放射性物質の放出という確率が低くなって、沈着を主に問

題にする時期という風に大きく分ける必要があるんだろうと思います。 

 先ほど規制庁さんの方で、そこの移行期に関するところが曖昧だったようなので、そこ

を明確に決めて、そういう場合はいろんな対応がまた必要になると思います。 

 放出前、放出、まだ安定してない時期、それから安定期という風な、言葉をどう使うか

は別にして、そういう風に分けた装備あるいは防護対策という形でまとめていかれるとよ

ろしいかと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 それ以外に、いかがでしょうか。 

 石井委員、どうぞ。 

○石井委員 ありがとうございます。 

 今のお話のというのは、まず、オフサイトという区域を限定した上でお話をするという

ところなんですが、規制庁のお話を聞きますとオンサイトとの関連を持ちながらと、どう

してもそうなりますよね。そこのところが悩ましいところかなと思います。どこまで書き

込むのかという意味なんですけれど。 

 例えば医療関係の、我々の行動を想定すれば、私自身はオフサイトセンターの中にいる

場合もあるだろうし、外にいる場合もあるだろうし、行ったり来たりする場合があるだろ
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うということなので、まず、もちろんオフサイトの中で、はっきりさせていくという作業

の外に、プラス外へのというパーツが必要になってくるかと思います。 

 例えば、可能な限り必要最低限の装着というお話をされますと、もちろん装着は最低限

でいいのかなと思いますが、じゃあ、それはどこにあるのか、取りに行くときはどの距離、

どういうアクセスがあるのか、そういうことを想定しないと、可能な限り最低にして背中

に背負っておくのか、ストックセンターがあるのか、言葉で区分けをしてはっきり言う場

合には、その辺も想定した上でないと、現実には運用がやりにくいマニュアルになってし

まったら、逆に現場を混乱させるものがあると思うんです。 

 だから、その辺は、そういう区域を想定しながら、行動も想定しながらという方がいい

のではないか。これからの作業の中でという話であらかじめ申し上げます。 

 あと、もう１点だけ、中で、しかも医療関係者を含めて十分な情報をといった場合に、

しかしながら、その向き合っている先は地域の住民であり、今はこうしておいた方がいい

ですよ、こうしてくださいねという場合にも、何の情報もなく今はこうだからということ

だけでは情報は不十分になるのではないか。 

 だから、地域住民の伝達の様式と、医療関係者に対する伝達の様式が両方あって、その

上で、我々にはリアルタイムに来る。フェーズが変わったら、それは周知をもう一回ちゃ

んとやってもらった中で我々も一緒に動くということをしないと浮いてしまう可能性があ

るということがあります。 

 まだ深まる前の、あらかじめのコンセプトとして申し上げます。以上です。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほか、先生方からいかがでしょうか。 

 防災業務関係者の業務とその活動範囲ということで、限定してお話しさせていただいて

いますけれども。 

 私の方から、少し追加発言――座長ですけれども。 

 これは、(2)の防災関係者の明確化という中で、事前と事後というお話が先ほどから出

ていますけれども、事前に自治体と業者、事業者の間での業務の内容、あるいは防護措置

の方法等についても、事前に取り決めをしておくということは、いろんな意味で重要なポ

イントだろうという風に思います。 

 特に組織との協定もさることながら、これはある意味で、こういうときに関与される防

災業務者というのは、かなりボランティア的な立ち位置で、インフォームドコンセントを
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とりながらやらざるを得ないということもあろうと思いますので、そういう意味での関係

者の定義づけというのは、ある程度明確にした方がいいかなというのが、私、座長の意見

であります。 

 そのほかはよろしいでしょうか。 

 先生、どうぞ。 

○横山委員 横山です。 

 私も、関係者の定義に関してです。２ページ目のところの表２に、オフサイト業務とい

うところがございますけれども、その中に⑦として医療措置というのが書き込まれていま

す。 

 もともとの想定は、例えば、モニタリングポストを立てに行くような方、あるいはバス

の運転手の方、あるいは避難所で介護措置、あるいは避難誘導される方というのを想定し

ていたわけですけれども、医療者は、ここの中には含まれないという認識でよろしいんで

しょうか。 

 医療者というのは、医師あるいは看護師は入るんですか。 

○山下座長 当然これは入るという風に理解していますけれども。 

○横山委員 入るという理解ですか。 

○内閣府（山本審議官） はい。もちろん含まれるという風に我々としても考えてござい

ます。 

○横山委員 例えば、原子力災害拠点病院の医師あるいは看護師が行く場合に、ここのオ

フサイト業務の関係者という範疇に入ってくるという、そういう定義ですね。 

○内閣府（山本審議官） はい。今回、規制委員会の方で原子力災害医療体制の充実強化

ということで、原子力災害拠点病院であるとか、あるいは、全国の支援センターの指定が

行われております。 

 これは、もちろん被ばく医療のみならず、原子力災害時での被災者の方の医療活動など

を中心に行うという形をとっておりますので、その業務自体は、この防災業務関係者に当

然含まれ得るものだという風には思っております。 

○横山委員 わかりました。例えば、我々、放射線取扱従事者の場合に、線量限度が異な

るものですから、オフサイトでの防災作業をしたとき、線量はどうなるのかなと思ったも

のですから。 

○山下座長 よろしいでしょうか。どうぞ。 
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○内閣府（森下参事官） 同じ組織に属されていても、結局、大事なのが、どの部署の、

どういう方が、緊急時になったときに、どういう役割を果たすかというのをそれぞれ決め

ておくということだと思うので、対象になる方とならない方というのはあるかと思います。 

 要は、国の中でも、我々は防災業務マニュアルを持っていて、その中の最後に要員リス

トがついていて、関係省庁の方も含めて、どのポストの何という方が何班とかとなってい

て、それで動けるようになっているんですけれど、そういうものと同じものを各機関でち

ゃんと用意をしておいて、自分がこの部署についたら、そういう仕事もあるんだよという

ことを認識してもらうということを、きちんとやっていくというのが大事だという趣旨で

書いております。 

 だから、その病院にいる方が全員とか、そういう意味ではなくて、その病院の中でどう

いう役割分担があって、緊急時にオフサイトセンターに行けとなっているような人は列挙

しなきゃいけないし、そういうことをきちんと整理していきましょうという趣旨でござい

ます。 

○横山委員 医療者の場合にはこの防災業務に関して、通常業務とは別に被ばくを分けて

考えるということですよね。 

○山下座長 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 多分、今の混乱が起きているのは、１の(1)のポツのところで、国及び自治

体の職員（実動組織を除く。）という、この実動組織の中に、例えばDMATとかが入るか、

入らないかというところを明確化していけば。 

○内閣府（山本審議官） そういうことですか。 

○鈴木委員 今の議論は整理できるのかなと思います。 

 あくまでもこれは、もともとそういうある一定の被ばく限度で動くというのが、医師な

どの場合は決められていますので、そちらに従うのだと思いますね。 

 そうじゃなくて、もっとボランティア的に出てきた人たちの被ばく限度の管理というも

のと、現場では二重構造になってしまう、そこをうまく整理しておけばいいんだろうと思

います。 

○山下座長 鈴木委員、ありがとうございます。 

○内閣府（山本審議官） もちろん整理していかなければいけない課題だと思います。 

○山下座長 今のような御説明に加えて。石井委員、どうぞ。 

○石井委員 先ほど、場を一度設定するけれども、そこがつながっていたり、行ったり来
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たりするというような話は、私は、それを含めまして申し上げていたので。 

 つまり、日本医師会が指定公共機関であり、都道府県医師会は全て指定地方公共機関に

なっていますので、協力はする。 

 そうすると、そのパーソナリティの中に、オフサイトで業務を担う人も当然出てくるだ

ろうと。だから、含まれるだろうとは思っているわけです。 

 ただし、どこかで、例えば、けがしたとか、避難中に転んでしまったとか、いろんなこ

とはありますよね、ぜんそくの発作が起きてしまったとか。そのときに医療は、いや、関

係ないというわけには、当然言えないので、だから、それは融通無碍に出ていかざるを得

ない場合もあるし、どこかの医療チームに、そこはきちんと対応してくださいと言いなが

ら支援に回るかどうかという判断は、その場、その場でやっていかざるを得ないわけです。 

 だから、つながっているだろうと。つながっているけれども、今は、まずきっちり規定

するのは、オフサイトの業務を中心に規定するとこういうことですよねと、この辺の話で

すよね。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そういう議論の中で、１の取りまとめをしていくということで、最終確認ですけれども、

表２の主なオフサイト業務の中で、①から⑧については、ここで議論、定義づけをしてい

きますけれども、⑨の放射性物質の除染につきましては、今回ここでは触れない、取り上

げないということでよろしいでしょうか。委員の方々、それで。 

 どうぞ。 

○甲斐委員 この災害の前提ですが、今回の福島のような複合災害というものを当然想定

したものとなるんだろうという風に思います。 

 そういう意味で、先ほど医療措置の問題が少し議論されましたけれども、医療措置とい

っても非常に幅が広いわけです。先ほど言われたような一般医療から、放射線の汚染に伴

う、汚染障害ということなのか、汚染が起きている。汚染に伴って病院に運ばれるときど

うするのかとか、さまざまなことが考えられますので、医療措置という中身を、かなり具

体的に業務を挙げて、その場合にどうするのかということを議論しておかなきゃ、あるい

は、複合災害を想定して、福島の教訓を含めた想定を考えた上で業務を考えていかないと、

なかなか難しいという状況です。 

○山下座長 ありがとうございます。それこそ、今現在、原子力規制庁、規制委員会で行

われています原子力災害総合支援センター等々の役割等も兼ねていると思いますので、ぜ
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ひ整合のほど、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、引き続きまして、２の防災業務関係者の緊急時の適切な防護措置の在り方に

つきまして、御議論・御追加等をいただければと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 甲斐委員。 

○甲斐委員 この２章は、防護措置の在り方についてということですので、防護といいま

すと、通常は、内部被ばくを防ぐとか外部被ばくを防ぐ、または、それに伴う安定ヨウ素

剤の服用といったことが挙げられるわけですけれども、この中にも出てまいりますが、そ

の情報を伝達する仕組みというのは非常に重要なことなわけです。 

 ですから、これはどこかで、この章の中でもう少し項目立てして、先ほども出てまいり

ましたけれども、放出前から放出後に移る情報も、いかに業務関係者に情報伝達するか。

もちろん、これは住民も同じなんですけれども、いかに情報伝達していくかという仕組み

というのは非常に重要なことで、この辺は具体的に考えていかなければ。 

 最近、気象庁が、大雨警報のときに、メールを登録しておいて、即座に流していくとい

うのをニュースで見ましたけれども、そういう具体的な仕組みをつくっていかなければ、

なかなか情報伝達というのは、大事だというのはたやすいんですけれども、具体的な仕組

みがない。実際には、混乱しますから伝わっていかない。 

 だからそれを、かなり混乱を前提に、どのように伝えていくのかという、そこまでブレ

ークダウンしていかなきゃならないのかなと。ですから、そのためにも項目立てをして、

さらに議論を落としていくということをしなきゃいけないのかと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 先ほど、荒木課長が御指摘いただいた通信体制、安全対策の対応という中で、ここにど

ういう形で防護措置、あるいは資機材、屋外作業等々に入っていくのかということも踏ま

えまして、過去４回は、その点はあまり議論してきませんでしたけれども、取り上げてい

ただきたいというふうに思います。ありがとうございます。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 (1)の１ポツのところに、安定ヨウ素の予防服用を行うことによりというの

を原則としてと先に書いてしまうということに、少し違和感を覚えます。 

 それは、先ほど、規制庁の方からもコメントがあったと思うのですが、活動する場所、

あるいは、その状況によって考えるべき話なのを、かなり遠くに行って活動する人も、こ
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れだとみんな服用という話になりますし、活動期間がある程度継続していった場合に、今

度はずっと継続して飲むのかどうかというような判断もしないといけなくなります。 

 その辺が、この書き方だけだと、あまりに漠然とし過ぎていてよくないのかと思います。

私個人的には、きちんと、この地域で活動する場合は予防的な服用、それ以外であれば、

しっかりと緊急時の連絡体制ができているという条件で、そのタイミングで服用させる準

備するというような考え方の方が、オフサイトの場合はいいのかなというふうに思ってい

ます。 

○山下座長 この点はいかがでしょうか。 

 一般住民には事前配布ということも言われている中で、この中のオフサイトで働く方々

に対する予防服用を、ここで入れるかどうかということだろうと思いますし、ひいては、

ケース・バイ・ケースで、状況によっては長引くような状況下の中で、オフサイトで働く

方もいらっしゃるかもしれないという、いろんな意味の御指摘だろうと思います。 

 どうぞ、鈴木委員。 

○鈴木委員 住民が予防服用するような範囲に入って活動する人は同じでいいと思うので

す。それに対して、さらに外側で活動する人たちに、同じように予防服用をするかという、

その辺の整理を明確にしておく必要があるということです。 

○山下座長 その点につきましては、よろしいでしょうか。 

 山本審議官。 

○内閣府（山本審議官） 今の御指摘のとおりでありまして、その後の(2)で、①のPAZ圏

内の範囲については予防服用。それから、UPZ圏内の一時移転等開始後ですから、これは

UPZ内の方々が対象になりますから、それは状況に応じて予防服用できる体制ということ

で、必ずしも予防服用を全て求めるものではないということで、その場所と状況によって

服用の考え方を分けて整理はしているつもりでございます。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 甲斐委員、どうぞ。 

○甲斐委員 今のヨウ素剤に関連して、今回の事故を経験して、確かにヨウ素が大きく出

ましたので、ヨウ素剤が非常に重視されている風潮がございます。 

 しかし、御存じのように、ヨウ素剤は確かに甲状腺の線量を低減する可能性はあるわけ

ですけれども、しかし、特に一番問題になるのは、当然、子供なわけです。 

 従来、この甲状腺の被ばくに伴う健康リスクというのは40歳以上では、ほとんど影響と
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しては観察されていなかったりします。 

 そういう意味では、もちろん教育の問題かもしれませんけれども、それも含めて、ある

程度の判断も生かしていかないと、誰もかれもこれは飲むことが非常に重要になってしま

っているというような風潮もあるので、ここでの問題じゃないかもしれませんけれど、そ

の辺りも、先ほど鈴木委員が言われたように、これがあまり過剰に表に出過ぎてしまうと、

その辺のところが抜けているのかなという気がします。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 百瀬委員、どうぞ。 

○百瀬委員 百瀬です。 

 今の議論の関連ですけれども、３ページの（1）の基本方針です。 

 これは、内部被ばく、それから外部被ばくに関する防護の基本方針をきちんとここで示

したということは重要なことだと思います。これは、一つの例示ですので、例示になるよ

うな書き方にすることで誤解は解けるかという風に思います。 

 それから、先ほど甲斐委員からも御指摘のあった情報伝達の事前の準備ということに加

えて、かなり職能のグループが非常に多岐にわたるので、安全確保の責任を有する者とい

うか、そういうものは、ある程度ブレークダウンした形で、曖昧にならないようにすると

いうようなことも留意点として加えた方がいいのではないかという風に感じます。 

 それから、４ページのところですけれども、個別の装備に関する留意点というところで、

ここのところは、今後、具体的に考えていくということではありますけれども、重要なこ

ととしては、例えば、もしマスクや防護服などを例示する場合には、そういったものの維

持管理などについても記載する必要があるのかなという風に感じました。 

 以上でございます。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 それぞれの職能によって異なるそういうブレークダウンが必要だということに加えまし

て、今日はあまり議論できませんけれども、個別の装備に関する留意点というところでは、

既存のガイドラインも含めまして、しっかりということですね。 

 もしよろしければ。 

○厚生労働省 厚生労働省でございます。 

 今、マスクの話も出ましたけれども、詳細に、半面マスク、防塵マスクという記載がご
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ざいますけれども、捕集効率、あるいはフィルタがチャコールつきなのか防塵の機能なの

かどういったものにするか、少し明確にした方がいいのではないかという風に思っており

ますので、今の御意見とあわせて検討いただければと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。取りまとめのときに、この辺の防護措置の在り方、

詳細等につきましては、もっと加えた方がいという御意見です。 

 石井委員、どうぞ。 

○石井委員 現実的に、私は、福島のオフサイトセンターには、以前、何度も通って参加

して、今回の事故の前ですけれども、訓練をやった経験がありまして、その上に感じたこ

とを申し上げると、要するにオフサイトセンターに詰めるパーソナリティというのは、常

勤しているわけではないわけです。 

 つまり、そこに通うまでのアクセスの距離、時間がありまして、その辺も含めて、オフ

サイトにあるべき機能となれば、そこに詰める可能性のある方には、こういう装備なり、

心得なりという両方がありますよということが明示されることが大事かと思います。 

 つまり、両括弧の後ろの方、(4)を見れば、そこに行けばマスクはある、こういう資機

材はある、ヨウ素剤も多分そこにあるだろうということが書き込まれていれば、それが一

つの目標になっていくわけです。その上でさまざまな事象を検討すれば、例えばマスクな

り何なりぐらいは個別に配付しておくとか、そういう次のステップの知恵も出るかなと思

うんです。あまりガチガチにする必要はないと思うんですけれども、それで、また交代要

員でかわっていくわけです。 

 そういうことを含めた想像力を書き込んでおくと、実際には現場で安定的に運用される

というふうに思います。 

 以上です。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほか、この適切な防護措置、特に緊急時の対応について、御追加等はございません

でしょうか。 

 横山委員、どうぞ。 

○横山委員 横山です。 

 鈴木委員の方からありましたけれども、放出前と放出後を分けた上で、放出後はさらに、

プラントの状態が不安定な状態かあるいはプラントの状態が安定した状態か、ここを明確

に分けていくのは、大事だろうと思います。 
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 先ほどのマスクをさせるかどうするか、あるいは、安定ヨウ素剤を服用させるのか、服

用準備させるのか、このような判断は全て、今のプラントの状況等の情報が適切に、迅速

に入ってくるかどうかにかかっていると思います。その情報が入るという前提で報告書を

書いていくのか、あるいは、もし入らなかったらどうするのかというところまで考えてい

くのかというので対策は、大分違ってくると思います。 

 今後の検討課題であるという点にとどめておきたいと思うんですけれども、重厚長大な

ものになってしまいますので、情報が適切に、スピーディに入るという前提で考えていく

ということで、今回は議論をしていると思っています。情報が入るか入らないかの想定の

違いで対策は大きく変わってくるので、明確な想定をつくって、その上で書くということ

が必要かと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 恐らくそういう意味で、(3)の防護措置の判断及び指示というところに、そういう情報

の伝達の仕組み等々が書き込まれていくという風に思いますので、その辺は、恐らく今回

は深くは議論できませんけれども、ある一定の想定の中での対応になるかという風に思い

ます。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 昔、原子力安全委員会の方でOILの議論をしたときに、OILというのは、現場

に近い人たちが判断できるための指標であるという形で整理していったと思います。 

 ですから、今回も、(3)のところに当該機関の責任においてという風に書いているとこ

ろに、その判断基準というようなものをもう一度書いた方がいいのかなというのが一つあ

ります。 

 それからもう一つ、これも安全委員会のときに議論したんですが、OILの場合は、例え

ばγ線量率だけで考えていっていたわけですが、今はどんどん測定技術が発達してきてい

まして、携帯型のγスペクトルを簡単に見られるものが出てきています。 

 そうしますと、放射性ヨウ素がどのくらい占めているかというようなものもリアルタイ

ムで判断できるようになりますので、そういうものも今後、現地に近いところで判断する

ときの必要な防護装備として整理していく必要があるのではないかと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。情報がないときの現場の役割、あるいはスペクトル

つきの線量計という極めて重要なポイントだと思いますので、これは装備のときに、ぜひ

お考えいただきたいという風に思います。 
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 よろしいでしょうか。 

 それでは、２の防災業務関係者の緊急時の適切な防護措置の在り方につきましては、こ

れで終わらせていただきまして、３の防災業務関係者に対する平時からの研修、教育訓練

につきましてというところでの御意見を承れればと思います。よろしくお願いいたします。 

 甲斐委員、どうぞ。 

○甲斐委員 防災業務関係者を大きく分けますと、いわゆる日ごろから防災業務に関わる

警察や消防や医療関係者の、そういう、ある意味では防災のプロという意識の方々と、今

回、例えば避難で誘導に関わる、運送に関わる方々とか、そういう、ある意味での防災の

プロではない方々が関わりますから、そういう防災業務関係者の人たちと分けて、こうい

った研修も考えていかなければ、役割が違いますので、どちらかといえば、防災のプロで

ない方々というのは住民に近い方々ですから、ある意味で住民と同じ位置づけで、こうい

う研修もし、防護を考えていくということになるんだろうと思います。 

 そういう意味では、防災の業務関係者というのを一つにくくる、特にこの教育訓練のと

ころでは、やはり平時から、どういう意識を持たせるかで全然違ってきますので、もう全

ての方々に防災のプロのようなしつけをすることはできませんので、そこはきちんと区分

けをすべきじゃないかという風には思っています。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 二つあります。 

 事前研修の中に、もしヨウ素剤を投与することもあり得るんであれば、ヨードアレルギ

ーとか、そういう禁忌対象者になるかどうかということのアンケートを、ぜひ入れてもら

いたいというのが１点です。 

 それから、もう一つは、福島の経験でいいますと、現地に入った人たちのインタビュー

をやりますと、自分たちが何をやるか、あまり明確じゃないと不安が大きくなります。 

 ですから、事前の研修の中で、その人たちの役割及び実際の作業内容に関する理解とい

うのが入らないといけないんだろうと思います。 

 単に、放射線の一般的な話とかリスクの話というだけじゃなくて、そういう、より踏み

込んだ、どういう作業を期待されているかというようなところも含めた研修にしていただ

ければと思います。 
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○山下座長 ありがとうございます。 

 この共通のカリキュラム以外に個別の役割、ロールプレイ等々が訓練としても必要だと

いうことだろうと思います。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 百瀬委員、どうぞ。 

○百瀬委員 百瀬です。 

 恐らく、言わずもがなだと思うんですけれども、事前の研修の中に、自身の安全を確保

するために最低限必要な知識ということで、例えば装備の取り扱い、機器の取り扱いなど

に関する訓練、講習、こういったものが含まれているべきかという風に思います。 

 以上です。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 どうぞ、厚労省。 

○厚生労働省 例示的に、３.(1)に、特に線量限度の数字の意味と書いてありますけれど、

恐らく報告書では、もう少し例示されることと思いますが、今出ましたことに加え、生体

に与える影響、あるいは線量管理の方法等も当然入ると思っておりますので、よろしくお

願いしたいと思います。 

○山下座長 放射能について、あるいは生体系についてのそういう内容という意味ですね。

ありがとうございます。 

 石井委員、どうぞ。 

○石井委員 石井でございます。 

 今の安定ヨウ素剤のところでのヨウ素のアレルギーとか、そういう問題で、実は鹿児島

県の川内市で説明会をやったときに、地方の市役所の担当の方、それと放医研、そして医

師会で説明会をやりましたが、日本医師会でヨウ素剤のガイドライン、ガイドブックを検

討し、規制庁、放医研にも見てもらいながらつくったものを利用しながら、アンケート用

紙にヨウ素剤の寄与の過敏性の有無を含めた聞き取りのチャートをつくりました。 

 結構いろいろとたたいてつくったものなので、こういう防災業務関係者にもしお配りす

るなら、参照いただけるようなものになっているのではないかなと思います。 

 念のための情報です。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほかはよろしいでしょうか。 
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 横山委員、どうぞ。 

○横山委員 先ほど鈴木委員の発言の中で、あらかじめ服用する可能性のある方には、研

修の中で、安定ヨウ素剤に関するものも含めておくという話に関連しますけれども、規制

委員会・規制庁の方で安定ヨウ素剤のマニュアルがつくられていて、その際に議論したこ

とがありました。ヨウ素剤に関して、ヨード造影剤のアレルギーある場合は慎重投与にな

っていますけれど、決して禁忌にはなっておりません。ここのところは明確に伝えていた

だかないと、アンケートをしたときに、ヨード造影剤のアレルギーがありますかという問

いに「ハイ」と答えたからといって、KIがアレルギーを起こすということと同じではない

ことが理解されません。ここは整合性という意味においても、規制庁のマニュアルに書か

れている内容とすり合わせしていただきたいと思います。 

 また整合性ということからいいますと、PAZ内に入って作業するような方に関しては、

予防服用ですので、40歳、45歳という線を引かないという点もすり合わせしていただきた

いと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほかはよろしいでしょうか。 

 それでは、次の４.防災業務関係者の緊急時の被ばく線量管理の在り方について、先生

方の追加コメント等をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

 甲斐委員、どうぞ。 

○甲斐委員 被ばく線量管理の方法ですけれども、今回も、前回に各機関から線量の報告

などがありました。 

 我が国としても、そういう全体の線量管理を保管する仕組みがないということは以前か

ら指摘されていて、これは通常の業務もそうですし、こういう事故も含めてすが、そうい

った意味で、この記録の保管の仕組みというのは、いわゆる一元化と言われることもあり

ますけれども、そういった意味で、この機会に、事故時の問題、平常時の問題も含めて、

しっかりした、国としても線量の記録の保管体制というのを、この報告書の中にも盛り込

んでいくべきではないかなという風には思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 百瀬委員、どうぞ。 

○百瀬委員 百瀬です。 



27 

 線量の一元的な管理というのは重要な課題で、私も甲斐委員と同様な意見でございます。 

 それから、もう一つ、被ばく管理の方法の中で、確認というか、少し修文が要りそうな

ところですけれども、(2)の被ばく管理の方法の中の、最初のポツの外部被ばくに関する

線量計ですが、一人一人に線量計を持たせるという考え方については、そのとおりだと思

いますが、空間線量計の併用の部分は、一人一人、必ずしも持たせる理由がないのかもし

れないので、ここは恐らく空間線量じゃなくて、個人線量が直読できるようなタイプのも

のを一人一人持っているということと、必要に応じて空間線量もはかれる線量計を併用す

ることもあるというような理解かと思います。いかがでしょうか。 

○山下座長 これは、内閣府の方はいかがでしょうか。 

○内閣府（山本審議官） 御指摘のとおりでございまして、個々人の被ばく線量はもちろ

ん個々人で管理する、積算線量計が必要だと思いますが、空間線量計は作業全体の管理で

ございますので、個々人で持つ必要はございません。ここは検討させていただきたいと思

います。 

○山下座長 御指摘をありがとうございました。 

 それ以外で、いかがでしょうか。 

 個人線量管理と環境の管理、異なるという意味で御指摘をいただきました。 

 甲斐委員、どうぞ。 

○甲斐委員 測定された線量の記録ということも、ここで論じているんですけれども、ど

ういった放射線が場に与えているのかという、つまり、場の情報を、先ほども議論になり

ましたけれども、スペクトルメータを装備するとありましたけれども、そういった、一人

一人持つことはあまり意味がありませんが、場を把握するという意味で、スペクトルメー

タなどを持つという、これは直接個人線量ではありませんが、防護の措置とも関わってき

ますので、そういったこともここで盛り込んだ方がいいのかもしれません。 

 そうでないと、個人線量だけが重視されてしまって、非常に、防護措置をとるための情

報をとるということが抜けてしまうような気がします。 

 それから、ホールボディカウンタも常に出てくるんですけれども、ホールボディカウン

タは、どちらかというとセシウム等の全身に分布するものを意識している、それを測定す

るものですので、甲状腺のスクリーニングみたいなものも、言葉としてというか、用語と

してきちんと取り入れた方がいいのかなというように思います。必要に応じて、甲状腺の

スクリーニングをやっていくということです。 
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○山下座長 ありがとうございます。 

 横山委員、どうぞ。 

○横山委員 ここの４ポツのところに幾つか、文言の話なんですけれど、追加的な被ばく

線量という、「追加的」という言葉が出てきているんですけれど、先ほどの個人の積算型

で直読できる線量計をつけた場合、この「追加的」という言葉に違和感があります。例え

ば、日本のバックグラウンドが年間2.2mSvから2.4mSvということになると、自然界からな

のか、防災業務での追加的かは分けてはかれない程度の線量レベルですよね。だから、こ

この文言はやや違和感を感じて読んでいました。 

○山下座長 甲斐委員、この辺はいかがですか。 

○甲斐委員 この意味は、恐らく、この事故に伴う、防災業務に伴って受けた被ばくとい

う意味だと思います。 

 そういう意味の被ばく、つまり自然のものだとか、通常、例えば医療関係者だと、医療

で、仕事に伴って受けております。それとは全く独立に、この事故が起きて防災に関わっ

たことで受けた被ばくと、そういう意味の線量です。 

○横山委員 理論的にはその通りですが、例えば、直読式をつけていますよね。仮に年間

2.4mSvとすると、１日当たりバックグラウンドは6.7μSvになります。そうすると、今日

作業していて7μSvと表示が出た。その値を防災業務担当者はどう受け取るか，不安にな

らないかということです。 

 研修の段階でそういうことを伝えていけばいいのかもしれませんが、その辺の理解が少

し現実的には難しいところがあるんじゃないかと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 厚労省、どうぞ。 

○厚生労働省 ５ページの一番下に、民間の防災関係者の被ばく線量記録の保存について

書いてありますけれども、ここにある現に存在する制度は、まさに今、非常に機能してお

りまして、今は原発労働者だけでなくて除染労働者も、国発注のものはこの中に全員登録

されているということでございますので、民間関係者につきましては、この制度をきちん

と活用していただければよいということでありますので、国が殊さら仕組みを検討したり

というようなことは必要ないのではないかと思いますので、その仕組みの活用を図るとい

うような記述にしていただければいいんではないかと思っております。 

○山下座長 これにつきまして、甲斐委員、どうぞ。 
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○甲斐委員 私の理解では、今、国が、こういう線量を把握する、管理する仕組みはない

と思っておりますけれども。 

○厚生労働省 放射線影響協会が行っている民間の仕組みがあります。 

○甲斐委員 民間の仕組みではなくて、事業者が主体的に関わっていると。 

○厚生労働省 そうです。ですので、それを活用するべきだということだということでご

ざいます。 

○甲斐委員 ここでの提案は、国が一元化などを考えるべきではないか。そういうケアも。 

○山下座長 この辺の文言の書き方、あるいは、その制度設計等につきまして、さらに検

討すると、鋭意行っておりますので、引き続き対応をお願いしたいと思います。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 (2)の３ポツの部分、「内部被ばくが疑われる者に」という表現が、非常に

文系の言葉になっていまして、私たちだと、例えば、頭部、頭頸部の汚染があるとか、あ

るいは鼻腔汚染がどのくらいあるというような、何らかの目安、方法論を書き込まないと、

これは全員受けたいという風になるのではないかと思います。 

 ですから、その辺を少しまとめていって、そういう一つの手段、方法論を書いて、それ

に応じて、例えば甲状腺スクリーニング、ホールボディカウンタというような流れを提示

していくべきではないかと思います。 

○山下座長 よろしいでしょうか、今の御意見は。 

 では、取り入れていただきたいというふうに思います。 

 それでは、被ばく線量管理につきましては御意見をいただきましたので、５の防災業務

関係者の平時及び緊急時対応後の健康管理の在り方につきまして、御議論いただければと

思います。よろしくお願いいたします。 

 これ以上のことは議論はしてきませんでしたけれども、この追加事項等がもしあれば。 

 基本的には、ここに書いてあるとおりで、具体的な在り方等につきましては、更なる検

討が必要であるということで、健康管理の在り方については提言していただくという形に

なっております。 

 総合的に、以上、五つのポイントを議論しましたけれど、内閣府の方で、ぜひ、よろし

ければ。 

○内閣府（山本審議官） むしろここは、具体的な御提案なり御指摘をむしろいただけれ

ばという風に考えております。 
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○山下座長 では、報告書を取りまとめるに当たりまして、皆さんの御意見をまた集約し

ていただければという風に思います。 

 さらに、最後になりますけれども、これ以外につきましても、ぜひ検討が必要な事項、

あるいは今後必要になってくるような課題につきまして、先生方の方から御指摘をいただ

ければと思います。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 もし、５の(2)のところに加えるんであれば、いわゆる被ばくに伴う影響と

いうよりは、メンタルの方が非常に大きいんで、それを少しわかるような形で強調してお

いた方がよろしいかと思います。 

○山下座長 従来から議論されてきたこともここに入れるということで、よろしくお願い

いたします。 

 石井委員、どうぞ。 

○石井委員 最初にも触れましたけれども、我々に情報が伝達されるということと、地域

で屋内退避なり、またエバケーションのプロセスに動いていくとすれば、情報伝達とは、

我々に来る、プラス、今度は適切に住民にどう配布されているかということで、実際のア

クションが変わってしまうわけです。 

 だから、ここのところは、それをしっかりとやるということとあわせて、我々にもちゃ

んと伝達いただく。我々が必要なときには、今一番アップデートされた情報を住民にもお

伝えするということがどこかにないと、オフサイトと、そこの中だけで情報連携ができて

いるということだけでは、プロセスは進まないと思いますから、ご検討ください。 

○山下座長 はい、その他はよろしいでしょうか。はい、横山委員、どうぞ。 

○横山委員 横山です。今後の検討のところで、２点ほど、申し上げたいことがございま

す。 

 この５ポツの(2)のところに関係するんですが、先ほどのその身体的、あるいはメンタ

ル的な問題が生じた場合というか、生じたと本人が思った場合ですね、このときに適切に

対応するという、ここのところの費用はどうなるのかということが一つ。 

 それともう一つ、資機材に関して、例えば民間事業所、例えばバスの会社の資機材は、

その関係自治体が、責任を持って管理をするという、そういう仕組みだろうと思いますけ

れども、具体的に言いますと、安定ヨウ素剤の保管や線量計等のメンテナンスをどのよう

にするかです。これは各自治体とその事業者との間の取り決めになろうかとは思いますけ
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れども、誰が責任を持ってやっていくのかを明確にしておかないと、使いたい時に、どこ

に取りに行ったらいいのか、使えるのかといったような問題が出てくると思います。これ

は今後の検討だろうと思いますけれども、その２点を申し上げさせていただきました。 

○山下座長 いずれも具体的に必要なことですので、どういう形で報告書に入れるかは別

にしまして、事務局の方で検討いただきたいという風に思います。 

 ありがとうございます。 

 そのほか、全般を通しまして、あるいは追加その他ありましたら。 

 甲斐委員、どうぞ。 

○甲斐委員 今のことにも関係するんですけれども、こういった防災指針をつくったら、

実際にこれをブレークダウンして、計画を練っていくのは自治体が中心になるわけです。 

 そこの自治体のレベルで、さらにブレークダウンをしていくことになるわけですので、

ブレークダウンしていくときの国の支援というのは非常に必要じゃないかなという、紙ベ

ースだけの指針で、国はこう言っていますということだけで、自治体が全てそれを十分吸

収して、理解して、していくということはかなり壁も大きいように私は印象を持っており

ます。そういう意味では、具体的な支援の在り方というのも考えなきゃならないのではな

いかと思います。 

○山下座長 ありがとうございます。ここでの議論がどのように、今後、自治体に伝わり、

あるいは防災業務関係者に実効性を持ってやれるかという貴重な御指摘だと思います。 

 そのほか、よろしいでしょうか。いろんな御議論をいただきましたけれども、まだまだ

たくさん、恐らく議論の論点はあると思いますし、不十分な部分も多いかと思いますけれ

ども、例えば、横断的な省庁間の連携とか、実動３組織との整合性とか、いろんな問題も

ありますし、被ばく線量管理の問題、健康管理、その他ありますけれども、今日いただい

た御議論あるいは御意見等を踏まえまして、最終的な骨子（案）をぜひ事務局の方でおま

とめいただくという風な方向性でよろしいでしょうか。 

○内閣府（森下参事官） はい。 

○山下座長 ありがとうございます。 

 それでは、用意した議題、それから時間等が過ぎましたので、全体の流れを通じまして、

御意見なければ、本日の議論はこれで終わらせていただきたいという風に思います。 

 これをもとにしまして、今後、防災業務に関わる方々の安全確保を考えるということで、

まだまだ多岐にわたる命題、論点でありますけれども、現場の実践を踏まえて考えていき
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たいという風に思います。 

 当初、御議論いただきましたように、これで年内目処にまとめるということになってお

りますので、防災に終わりがないとは申しますけれども、少しでも前に進めていければと

いう風に思います。 

 本日は、議論いただきまして本当にありがとうございました。大変恐縮ですけれども、

委員の方々には、これからも御協力のほどをいただきたいと思います。 

 最後に、事務局の方から連絡事項をよろしくお願いいたします。 

○内閣府（森下参事官） 毎回でございますけれども、今日の議事録につきましては、事

務局で案を作成して、皆さんに確認していただいた上で、ホームページに公開ということ

にさせていただきたいと思います。 

 それから、次回の日程につきましては年内目処ということで、今、調整しておりますの

で、また、追って連絡させていただきます。 

 以上でございます。 

○山下座長 ありがとうございました。 

 それでは、第５回の検討会を終了させていただきます。どうも皆さん、ありがとうござ

いました。 

○内閣府（森下参事官） どうもありがとうございました。 

 それでは、まず委員の皆様の方から退席されますので、傍聴席の皆様は、まだお席につ

いて、しばらくお待ちいただくようお願いいたします。 

（了） 


